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太田市環境物品等調達方針 

 

１． 目 的 

 

国は、環境への負荷の少ない物品を積極的に使用することにより、持続的発展が可能な循環

型社会の構築を図るとともに、もって将来にわたる国民の健康で文化的な生活の確保に寄与す

ることを目的に、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法：以

下「法」という。）」を平成 13 年 1 月 16 日に施行した（ただし、第 7 条・第 8 条及び第 10 条

の規定は、平成 13 年 4 月 1日施行）。 

本市は、法が整備されたのに伴いその趣旨に沿うよう「太田市環境物品等調達方針」を策定

し、環境への負荷の少ない物品及び役務（以下｢物品等｣という。）の計画的な調達を図り、環

境にやさしいまちづくりに努めるとともに、物品等の適正な調達及び財政運営の健全化に資す

るものである。 

 

２． 基本原則 

物品等の調達にあたっては、その必要性を十分考慮し、品質や価格だけでなく環境のことを

考え、環境負荷ができるだけ小さいものを、環境負荷の低減に努める事業者から優先して調達

するものとする。 
○優先順位 

① 削減 

a) ｢環境汚染物質等の削減｣ 環境や人の健康に影響を与えるような物質の使用や排出が

削減されていること  

b) ｢省資源・省エネルギー｣ 資源やエネルギーの消費が少ないこと  

② 長期使用 

a) ｢天然資源の持続可能な利用｣ 再生可能な天然資源は持続可能に利用していること  

b) ｢長期使用性｣ 長期間の使用ができること  

③再利用 

 ｢再使用可能性｣ 再使用が可能であること  

④リサイクル 

a) ｢リサイクル可能性｣ リサイクルが可能であること 

b) ｢再生材料等の利用｣ 再生材料や再使用部品を用いていること 

⑤エネルギー回収適正処理 

「処理・処分の容易性｣ 廃棄されるときに適正な処理・処分が容易なこと  

 

３．対象機関 

  本方針は、出先機関・市内小中養護学校・高校を含む全行政機関を適用対象とする。 

 

４．対象品目と調達目標 

  調達を推進する物品等（以下「特定調達物品」という。）の品目は別表「特定調達品目一覧

表」のとおりとする。特定調達物品の調達目標は、判断基準を満たす物品の調達割合を 100％

とする。ただし、設備、公共工事、役務については判断基準を満たすものを調達するよう努力

する。特定調達物品以外の物品等についても、できる限り環境への負荷の少ない物品等の調達

に努める。 
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５．調達の判断基準 

特定調達物品を選択するための判断基準は、別表「特定調達品目一覧表」のとおりとする。 

各項目冒頭の【共通の判断基準】に加え、各品目の判断基準、配慮事項をふまえて調達する。 

なお、特定調達品目一覧表にない品目については、「国の環境物品等の調達の推進に関する

基本方針」による調達に努める。 

また、調達できない場合は、その記録を残すものとする。 

 

６． 調達の留意点 

① 価格や品質等に加え、環境保全の観点を考慮して調達を行う。 

② できる限り資源採取から廃棄に至る物品等のライフサイクル全体についての、環境負荷

の低減を考慮した物品等を選択する。 

③ 調達総量をできるだけ抑制するよう努める。また、調達された物品は長期使用や適正使

用、分別廃棄等に留意し、環境負荷の低減が確実に行われるようにする。 

④ オフィス家具等については、できる限り修理等を行い長期使用に努める。 

⑤ 事業者の選定にあたっては、本方針に同意する者を優先する。なお、太田市入札参加資

格者は本方針に同意するものである。 

⑥ 物品の納入に際しては、原則として本調達方針で定められた自動車を利用するよう働き

かける。 
⑦ 公共工事については、金額が大きく、経済に大きな影響力を有し、また市が率先して環

境負荷の低減に資する方法で公共工事を実施することは、民間事業者の取組を促す効果

も大きいと考えられる。このため、以下の点に留意しつつ積極的にその調達を推進して

いくものとする。 

・ 資材等の使用に当たっては、事業ごとの特性を踏まえ、必要とされる強度や耐久性、

機能を備えていることについて、特に留意すること。 

・ 公共工事のコストについては、一層縮減に努めること。 

・ 調達目標の設定は、事業の目的、工作物の用途、施工上の難易により資材等の使用形

態に差異があること、調達可能な地域や数量が限られている資材等もあること等の事

情があることにも留意しつつ、より適切なものとなるよう努めること。 

・ 公共工事の環境負荷低減方策として、資材等の使用の他に、環境負荷の少ない工法等、

ライフサイクル全体にわたった総合的な観点からの検討を図ること。 

 

７．調達実績の取りまとめ及び公表 

①所属長は各所属における特定調達物品の調達実績を物品調達担当課に報告する。 

②物品調達担当課は、共同購入と所属別の特定調達物品の調達実績を取りまとめ公表する。 

 

８．本調達方針に係る事務担当窓口は物品調達担当課とする。 
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別表 特定調達品目一覧表 

 

 
 

 

 

【定 義】 

この別記において、次のとおり定義する。 

 【判断基準】特定調達物品の適合品を選択するための基準。（●印で表記） 

複数記載の場合は、すべての要件を満たすこと。 

 【配慮事項】判断基準ではないが配慮することが望ましい事項。（○記で表記） 

複数記載の場合は、すべての要件を満たすことを目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 一覧表のうち◎印記載の品目は、判断基準に適合する物品が単価契約されているも

の。財務会計システムの消耗品管理業務にて請求入力し調達する。同システムが運

用されていない所属は単価契約により各所属で調達する。 

 

２ 一覧表のうち◇印記載の品目は、判断基準に適合する物品の協定単価が設定されて

いるもの。財務会計システムの消耗品管理業務にて請求入力し調達する。協定単価

が設定されていて同システムに登録の無い品目は、協定単価により各所属で調達す

る。また、同システムが運用されていない所属は協定単価により各所属で調達する。

 

３ 上記以外の物品を各所属で調達にするにあたっては、表中の判断基準と配慮事項を

ふまえ、表中右欄の対応する環境ラベル製品を調達する。または環境物品情報サイ

ト等で情報を収集し適合品を選択する。 

  巻末に別記する環境ラベル一覧、環境物品情報サイト一覧を参照すること。 
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70％以上使

用） 

ープ基材に適

用） 

ープ基材に適

しやすいこ

用） 

しやすいこ

70％以上使

ていないこ

されていな

満の物質が使

70％以上使

50％以上使

を除く） 

しやすいこ

使用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適用） 

適用） 

と。 

と。 

使用

と。 

ないこ

使用さ

使用 

使用 

と。 

 

 



 

 

ＯＨＰフィ

絵筆 

絵の具 

墨汁 

のり（液状

（補充用を

のり（澱粉

（補充用を

のり（固形

のり（テー

ファイル 

・フラッ

・パイプ式

・綴込表紙

・ファスナ

・コンピュ

プ式 

・フォルダ

ルダー）

・ホルダー

ダー）◎

・ボックス

・ドキュメ

・透明ポケ

 ル◎ 

・スクラ

・Ｚ式フ

・クリップ

・用箋挟

・図面フ

・ケースフ

バインダー

・ＭＰバイ

・リングバ

ファイリン

・背見出

・ポケッ

・仕切紙 

ィルム 

状）◎ 

を含む。） 

粉のり） 

を含む。） 

形）◎ 

ープ）◎ 

トファイル

式ファイル

紙◎ 

ナー 

ュータ用キャ

ダー（個別フ

）◎ 

ー（クリアホ

◎ 

スファイル

メントファイ

ケット式ファ

ップブック 

ァイル 

プファイル 

（決裁板）

ァイル 

ファイル 

ー 

インダー 

バインダー

ング用品 

し 

ト◎ 

●再生

使用

●イン

たす

てい

●主要

70％

●共通

●共通

●共通

○内容

●共通

○内容

●共通

○消耗

◎ 

◎ 

ャッ

フォ

ホル

◎ 

イル

ァイ

◎ 

●主要

であ

●クリ

●それ

○リサ

◎ 

●主要

であ

○リサ

●文具

この一

又はバ

及び仕

グシス

生プラスチッ

用されている

ンクジェッ

すこと、また

いること。

要材料がプ

％以上使用さ

通①プラスチ

通①プラスチ

通①プラスチ

容物が補充で

通①プラスチ

容物が補充で

通①プラスチ

耗品が交換で

要材料が紙の

あること。

リアホルダー

れ以外の場合

サイクル、廃

要材料が紙の

あること。

サイクル、廃

具類共通の判

一覧表におけ

バインダーに

仕切紙等を指

ステム」を指

7

ックが、プ

ること。 

ト用のもの

たは植物原料

ラスチック

されている

チック参照

チック参照

チック参照

できること。

チック参照

できること。

チック参照

できること。

の場合、古紙

ーは共通①

合にあって

廃棄のため分

の場合、古紙

廃棄のため分

判断基準を満

けるファイ

に補充して用

指し、太田市

指すもので

ラスチック

にあっては

料のプラス

の場合、再

こと。 

（容器に適

（容器に適

（容器に適

。 

（容器に適

。 

（容器・ケ

。 

紙パルプ配

プラスチッ

は、共通基準

分離・分別

紙パルプ配

分離・分別

満たすこと

リング用品

用いる背見

市の文書管

はない。 

重量の 30％

、上記要件

チックを使

再生プラスチ

用） 

用） 

用） 

用） 

ースに適用

合率が 70％

ク参照 

準を満たす

しやすいこ

合率が 70％

しやすいこ

。 

とは、ファ

出し、ポケ

理「ファイ

％以上 

件を満

使用し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チック

用） 

％以上

こと。 

と。 

％以上 

と。 

イル 

ケット 

リン 

 

 



 

 

アルバム 

つづりひ

カードケー

事務用封筒

窓付き封筒

ノート◎ 

パンチラベ

インデック

タックラベ

付箋紙◎ 

付箋フィル

黒板拭き◎

ホワイトボ

イレーザー

額縁◎ 

ごみ箱 

リサイクル

缶・ボトル

動） 

名札（机上

名札（衣服

げ型）◎ 

チョーク◎

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も◎ 

ース◎ 

筒（紙製）

筒（紙製） 

ベル◎ 

クス◎ 

ベル◎ 

ルム 

◎ 

ボード用 

ー◎ 

ルボックス 

ルつぶし機

上用） 

服取付型・首

◎ 

●共通

●主要

重量

●主要

が製

●共通

◎ ●古紙

●古紙

●窓部

合は

スチ

●古紙

●塗工

●古紙

●古紙

●古紙

●古紙

●共通

●共通

●共通

●共通

●再生

●再生

（手 ●共通

●共通

首下 ●共通

●再生

るこ

通③紙参照

要材料が紙の

量の 70％以

要材料がプラ

製品全体重量

通①プラスチ

紙パルプ配合

紙パルプ配合

部分にプラス

は、再生プラ

チックを使用

紙パルプ配合

工のないもの

紙パルプ配合

紙パルプ配合

紙パルプ配合

紙パルプ配合

通①プラスチ

通①プラスチ

通①プラスチ

通①プラスチ

生プラスチッ

生プラスチッ

通①プラスチ

通①プラスチ

通①プラスチ

生材料が製品

こと。 

8

の場合、古紙

上であるこ

ラスチック

量比の 70％

チック参照

合率 40％以

合率 40％以

スチック製

ラスチック 4

用。 

合率 70％以

のは白色度

合率 50％以

合率 70％以

合率 70％以

合率 70％以

チック参照

チック参照

チック参照

チック参照

ックが製品全

ックが製品全

チック参照

チック参照

チック参照

品全体重量比

紙パルプの

と。 

の場合、再

％以上使用さ

以上 

以上 

製フィルムを

40%以上か、

以上 

70％以下で

以上 

以上 

以上 

以上 

（カバーに

（背板に適

全体重量の

全体重量の

（ベース部

比で 10％以

重量が製品

生プラスチ

されているこ

を使用してい

植物原料の

であること。

適用） 

適用） 

70％以上使

70％以上使

に適用） 

以上使用され

 

 

 

品全体

チック

こと。 

いる場

のプラ

 

使用 

使用 

れてい

 

 

 



 

 

③ オフィ

【共通の配

○製品の包

特定

いす  

机 

棚 

収納用什器

ロ－パ－テ

コートハン

傘立て 

掲示板 

黒板  

ホワイトボ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ィス家具等 

配慮事項】 

包装は、でき

定調達品目 

器（棚以外

ティション 

ンガー 

ボード 

 

きるだけ簡易

） 

 

●金属

すこ

①プ

チ

②木

③紙

○①修

計

②リ

さ

易で再利用し

属を除く主要

こと。 

プラスチック

チック重量の

木質の場合、

紙の場合、紙

修理や部品交

計されている

リサイクル、

されているこ

9

しやすく廃棄

●判断

○配慮

要材料が、次

クの場合、

の 10%以上使

、間伐材等

紙の原料は古

交換しやす

ること。 

、廃棄のた

こと。 

棄時の負荷

断基準 

慮事項 

次のいずれ

再生プラス

使用。 

の木材を使

古紙配合率

く長期使用

め分離、分

低減に配慮

かの要件を

チックをプ

用。 

50%以上。 

できるよう

別しやすく

慮されている

環

を満た

プラス

に設 

設計 

 

 

ること。 

境ラベル 

 

 

 



 

 

④ ＯＡ機

【共通の配

○製品の包

特定

コピー機

プリンタ 

ファクシ

スキャナ 

ディスプ

電子計算機

磁気ディス

シュレッダ

 

デジタル印

 

記録用メデ

直径 12c

CD-RW、DVD

DVD-RAM、

一次電池

電式電池◎

（単１～単

電子式卓上

（一般事務

 

 

トナーカー

インクカー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器 

配慮事項】 

包装は、でき

定調達品目 

（複合機含

ミリ 

レイ 

機 

スク装置 

ダー 

印刷機 

ディア◎ 

cm の CD-R

D±R、DVD±

BD-R、BD-R

池または小型

◎ 

単４） 

上計算機◎ 

務用） 

ートリッジ

ートリッジ

 

きるだけ簡易

む） ●国際

と。

●印刷

対応

●省エ

（ラ

●基本

 

●エコ

R、

RW、

RE 

●ケー

①プラ

30%

②厚さ

は、

③紙の

型充 ●一次

るこ

●小型

るこ

●使用

と。

●再生

用さ

◎ 

◎ 

●使用

 （ラ

易で再利用し

際エネルギ

（ラベルＡ

刷機器につい

応可能である

エネ法トップ

ラベルＢ）

本方針で定め

コマーク認定

ースが次のい

ラスチックの

%以上使用ま

さ５mm 以下

集合タイプ

の場合、古紙

次電池はＪ

こと。（ラベ

型充電式電池

こと。 

用電力の 50

（ラベルＣ

生プラスチッ

されているこ

用済カート

ラベルＣ）

10

しやすく廃棄

●判断

○配慮

ギースタープ

Ａ） 

いては、古

ること。 

プランナー基

める待機電力

定品である

いずれかの要

の場合、再生

たは、植物原

下のスリムタ

プであるこ

紙配合率 70

ＩＳマーク

ベルＤ） 

池は充電式

％以上が太

Ｃ） 

ックがプラス

こと。 

リッジの回収

棄時の負荷

断基準 

慮事項 

プログラム適

紙配合率 1

基準達成品

力の基準を

こと。（ラベ

要件を満た

生プラスチッ

原料のプラス

イプケース

と。 

0％以上。

のあるアル

のニッケル

太陽電池から

スチック重

収システム

低減に配慮

適合品であ

100％の再生

であること

満たすこと

ベルＣ） 

すこと。 

ックが全体重

スチックを使

スであること

カリ乾電池

水素電池等

ら供給される

量の 40％以

があること

慮されている

環

あるこ

生紙に

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

 

。 

。 

重量の

使用。 

と。又 

池であ 

等であ 

るこ 

以上使 

。 

ること 

境ラベル 

 

 

 

 



 

 

⑤ 家電製

【共通の配

○製品の包

○長期使用

○プラスチ

特定

電気冷蔵庫

電気冷凍庫

電気冷凍冷

テレビジ

電気便座 

電子レンジ

 

 

 

 

⑥ エアコ

【共通の配

○製品の包

○長期使用

○プラスチ

特定

エアコンデ

ガスヒー

暖房機 

ストーブ 

製品 

配慮事項】 

包装は、でき

用や再利用し

チック使用の

定調達品目 

庫 

庫 

冷蔵庫 

ョン受信機 

ジ 

コンディショ

配慮事項】 

包装は、でき

用や再利用し

チック使用の

定調達品目 

ディショナ

トポンプ式

 

きるだけ簡易

しやすいよう

の場合、でき

●エネ

の４

容積

（ラ

●冷媒

替フ

○使用

 ので

●エネ

の４

●エコ

●エネ

の４

ただ

して

備え

水洗

●省エ

 （ラ

ョナー等 

 

きるだけ簡易

しやすいよう

の場合、でき

ー ●エネ

の４

 （ラ

●冷媒

と。

式冷 ●成績

外機

●冷媒

と。

●省エ

 （ラ

易で再利用し

うに設計が工

きるだけ再生

ネルギー消費

４つ星以上の

積 400ｍｌ以

ラベルＡ）

媒、断熱材発

フロンを使用

用される塗料

であること。

ネルギー消費

４つ星以上の

コマーク認定

ネルギー消費

４つ星相当以

だし、瞬間式

てタイマー方

えているもの

洗浄便座は２

エネ法トップ

ラベルＢ）

易で再利用し

うに設計が工

きるだけ再生

ネルギー消費

４つ星相当以

ラベルＡ）

媒にオゾン層

 

績係数が JI

機種は 1.15

媒にオゾン層

 

エネ法トップ

ラベルＢ）

11

しやすく廃棄

工夫されてい

生プラスチ

●判断

○配慮

費効率が省エ

の基準を満

以下の製品は

発泡剤にオ

用していない

料は、有機溶

。 

費効率が省エ

の基準を満

定品である

費効率が省

以上の基準

式の温水洗

方式及び非

のは３つ星

２つ星でも可

プランナー基

しやすく廃棄

工夫されてい

生プラスチ

●判断

○配慮

費効率が省

以上の基準

層を破壊す

S適合機種

(COP)以上で

層を破壊す

プランナー基

棄時の負荷

いること。

ックが使用

断基準 

慮事項 

エネ法に基

たすこと。

は、３つ星で

ゾン層を破

いこと。 

溶剤および

エネ法に基

たすこと。

こと。（ラベ

エネ法に基

を満たすこ

浄便座のう

使用状態を

、暖房便座

可。（ラベル

基準達成品

棄時の負荷

いること。

ックが使用

断基準 

慮事項 

エネ法に基

を満たすこ

る物質を使

は 1.42(APF

であること。

る物質を使

基準達成品

低減に配慮

されている

づく多段階

ただし、定

でも可。 

壊する物質

臭気が少な

づく多段階

（ラベルＡ）

ベルＣ） 

基づく多段階

と。 

ち、節電方

を判別する機

座及び貯湯式

ルＡ） 

であること

低減に配慮

されている

基づく多段階

と。 

使用していな

F)以上、JIS

 

使用していな

であること

慮されている

こと。 

環

階評価 

定格内 

質、代 

ないも 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

階評価 

 

階評価

方式と

機能を

式の温

。 

慮されている

こと。 

環

階評価

ないこ

Ａ 

Ｂ S 適合

ないこ

。 

ること。 

境ラベル 

 

 

 

ること。 

境ラベル 

 

 



 

 

⑦ 温水器

【共通の配

○製品の包

○長期使用

○プラスチ

特定

ヒートポ

湯器 

 

ガス温水機

石油温水機

ガス調理機

 

 

 

⑧ 照明 

【共通の配

○製品の包

特定

蛍光灯照明

 

 

蛍光ランプ

（40 形直

電球形状の

（電球形蛍

 

 

 

器等 

配慮事項】 

包装は、でき

用や再利用し

チック使用の

定調達品目 

ポンプ式電気

機器 

機器 

機器 

配慮事項】 

包装は、でき

定調達品目 

明器具 

プ◇ 

直管） 

のランプ◇ 

蛍光ランプ

 

きるだけ簡易

しやすいよう

の場合、でき

気給 ●基本

●冷媒

と。

●省エ

 

きるだけ簡易

●エネ

の４

（ラベ

●次の

①高周

ア．

上

イ．

る

ウ．

エ．

オ．

②ラピ

ア．

で

イ．

る

ウ．

エ．

オ．

） 

●省エ

 （ラ

易で再利用し

うに設計が工

きるだけ再生

本方針で定め

媒にオゾン層

 

エネ法トップ

易で再利用し

ネルギー消費

４つ星相当以

ベルＡ） 

のいずれかの

周波点灯専用

エネルギー

上であること

演色性は平

ること。 

管径は 25

水銀封入量

定格寿命は

ピッドスター

エネルギー

であること。

演色性は平

ること 

管径は 32

水銀封入量

定格寿命は

エネ法トップ

ラベルＢ）

12

しやすく廃棄

工夫されてい

生プラスチ

●判断

○配慮

める成績係数

層を破壊す

プランナー基

しやすく廃棄

●判断

○配慮

費効率が省

以上の基準

の要件を満

用形（Ｈｆ）

ー消費効率は

と。 

平均演色評価

.5(±1.2)m

量は製品平均

は 10,000 時

ート形又はス

ー消費効率は

。 

平均演色評価

.5(±1.5)m

量は製品平均

は 10,000 時

プランナー基

棄時の負荷

いること。

ックが使用

断基準 

慮事項 

数が 3.50 以

る物質を使

基準達成品

棄時の負荷

断基準 

慮事項 

エネ法に基

を満たすこ

たすこと。

）である場

はランプ効

価数 Ra が 8

mm 以下であ

均 5mg 以下

時間以上であ

スタータ形

はランプ効率

価数 Ra が 8

mm 以下であ

均 5mg 以下

時間以上であ

基準達成品

低減に配慮

されている

以上であるこ

使用していな

であること

低減に配慮

基づく多段階

と。 

合 

率で 100lm/

80 以上であ

ること。 

であること

あること。 

である場合

率で 85lm/W

80 以上であ

ること。 

であること

あること。 

であること

慮されている

こと。 

環

こと。 

ないこ

 

。 

慮されている

環

階評価 Ａ 

Ｂ 

 

 

/W 以

 

。 

合 

W 以上

あ 

。 

。 

ること。 

境ラベル 

 

ること。 

境ラベル 

 

 



 

 

⑨ 自動車

特定

自動車（普

型自動車及

乗用車用タ

２サイクル

 

 

 

⑩ 消火器

特定

消火器 

 

 

 

 

車等 

定調達品目 

普通自動車、

及び軽自動

タイヤ 

ルエンジン

器 

定調達品目 

、小

車）

●ガソ

つ低

17 年

●ディ

車で

●転が

こと

●スパ

油 ●生分

●魚類

以上

●消化

いる

●製品

ムが

ては

○分解

の工

○プラ

スチ

○使用

少な

○製品

再生

てい

○包装

ステ

ソリン車につ

低排出ガス車

年基準で乗用

ィーゼル車に

であること。

がり抵抗係数

と。 

パイクタイヤ

分解度が 28

類による急性

上であること

化薬剤に再生

ること。 

品の回収及び

があり、再使

は適正処理さ

解が容易であ

工夫がなされ

ラスチック部

チックが可能

用される塗料

ないものであ

品の包装又は

生利用の容易

いること。

装材等の回収

テムがあるこ

13

●判断

○配慮

ついては、平

車であること

用車は４つ

については、

 

数が 9.0 以

ヤでないこと

日以内で 6

性毒性試験の

と。 

●判断

○配慮

生材料が重量

び再使用又

使用又は再

されるシステ

ある等材料

れているこ

部品が使用

能な限り使用

料は、有機

あること。

は梱包は、

易さ及び廃

収及び再使

こと。 

断基準 

慮事項 

平成 27 年度

と。（排出ガ

星、乗用車

、平成 27 年

以下（低燃費

と。 

0％以上であ

の96時間LC

断基準 

慮事項 

量比で 40％

は再生利用

生利用され

テムがある

の再生利用

と。 

される場合

用されてい

溶剤及び臭

可能な限り

棄時の負荷

用又は再生

度燃費基準達

ガス基準値は

車以外は３つ

年度燃費基準

費タイヤ）で

あること。 

C50値が100

％以上使用さ

用のためのシ

れない部分に

こと。 

用のための設

合には、再生

ること。 

臭気が可能な

簡易であっ

荷低減に配慮

生利用のため

環

達成か

は平成

つ星） 

準達成

 

 

である  

 

0mg/L

環

されて

システ

につい

設計上

生プラ

な限り

って、

慮され

めのシ

 

境ラベル 

 

 

境ラベル 

 



 

 

⑪ 制服･作

特定

制服 

作業服◎ 

 

 

 

⑫ インテ

【共通の配

○製品の包

特定

カーテン 

布製ブライ

タフテッ

タイルカー

繊じゅうた

ニードル

ット 

毛布 

ふとん 

 

ベッドフ

 

 

 

 

 

作業服 

定調達品目 

テリア・寝装

配慮事項】 

包装は、でき

定調達品目 

 

インド 

ドカーペッ

ーペット 

たん 

ルパンチカー

レーム 

●ポリ

繊維

又は

つ回

○製品

負荷

装寝具 

 

きるだけ簡易

●ポリ

繊維

又は

つ回

（ラ

ト 

ーペ

●未利

の再

使用

（ラ

●ポリ

繊維

又は

つ回

●ふと

るこ

（ラ

●金属

すこ

①プ

ス

②木

③紙

（ラ

リエステル繊

維部分全体重

は、再生ＰＥ

回収・再使用

品の包装は、

荷低減に配慮

易で再利用し

リエステル繊

維部分全体重

は、再生ＰＥ

回収・再使用

ラベルＡ、Ｂ

利用繊維、

再生材料の合

用しているこ

ラベルＡ、Ｂ

リエステル繊

維部分全体重

は、再生ＰＥ

回収・再使用

とんについて

こと。 

ラベルＡ、Ｂ

属を除く主要

こと。 

プラスチッ

スチック重量

木質の場合、

紙の場合、紙

ラベルＣ）

14

●判断

○配慮

繊維使用の

重量比で 25

ＥＴ樹脂配合

用・リサイ

、できるだ

慮されてい

しやすく廃棄

●判断

○配慮

繊維使用の

重量比で 25

ＥＴ樹脂配合

用・リサイ

Ｂ） 

リサイクル

合計重量が製

こと。 

Ｂ） 

繊維使用の

重量比で 25

ＥＴ樹脂配合

用・リサイ

ては、再使用

Ｂ） 

要材料が、次

クの場合は

量の 10％以

、間伐材等

紙の原料は古

断基準 

慮事項 

場合は、再

5％以上使用

合率が 10％

クルシステ

け再利用し

ること。 

棄時の負荷

断基準 

慮事項 

場合は、再

5％以上使用

合率が 10％

クルシステ

繊維、再生

製品全体重

場合は、再

5％以上使用

合率が 10％

クルシステ

用した詰物

次のいずれ

、再生プラ

以上使用。

の再生資源

古紙パルプ

再生ＰＥＴ樹

用しているこ

％以上であり

ムがあるこ

しやすく廃棄

低減に配慮

再生ＰＥＴ樹

用しているこ

％以上であり

ムがあるこ

生プラスチッ

量比で 25％

再生ＰＥＴ樹

用しているこ

％以上であり

ムがあるこ

が 80％以上

かの要件を

スチックが

を使用。 

配合率 50%以

環

樹脂を

こと。

り、か

と。 

棄時の

慮されている

環

樹脂を

こと。

り、か

と。 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

ック等

％以上

樹脂を

こと。

り、か

と。 

上であ

を満た

がプラ

以上。 

境ラベル 

 

 

ること。 

境ラベル 

 

 

 

 



 

 

マットレス

 

 

 

⑬ 作業用

特定

作業用手袋

 

 

 

⑭ その他

【共通の配

○製品の包

特定

集会用テン

ブルーシー

 

 

 

 

 

 

ス 

用手袋 

定調達品目 

袋◇ 

他繊維製品 

配慮事項】 

包装は、でき

定調達品目 

ント 

ート 

●詰物

生Ｐ

維部

●フェ

反毛

●材料

以下

●ウレ

質を

（ラ

●ポリ

繊維

く。

○未利

るこ

○漂白

○製品

棄時

 

きるだけ簡易

●ポリ

繊維

又は

つ回

●再生

 

 

 

物に使用され

ＰＥＴ樹脂か

部分全体重量

ェルトに使用

毛繊維である

料からの遊離

下であること

レタンフォー

を使用してい

ラベルＤ）

リエステル繊

維部分全体重

）で 50％以

利用繊維又は

こと。（すべ

白剤を使用し

品の包装は、

時の負荷低減

易で再利用し

リエステル繊

維部分全体重

は、再生ＰＥ

回収・再使用

生ポリエチレ

15

れる繊維が

から得られ

量比で 25％

用される繊

ること。 

離ホルムア

と。 

ームの発泡

いないこと。

●判断

○配慮

繊維使用の

重量比（す

以上使用して

は反毛繊維

べり止め塗布

していない

、できるだ

減に配慮され

しやすく廃棄

●判断

○配慮

繊維使用の

重量比で 25

ＥＴ樹脂配合

用・リサイ

レンを 50％

ポリエステ

るポリエス

％以上使用さ

維はすべて

ルデヒドの

剤にオゾン

。 

断基準 

慮事項 

場合は、再

べり止め塗

ていること。

が可能な限

布加工部分を

こと。 

け簡易で再

れているこ

棄時の負荷

断基準 

慮事項 

場合は、再

5％以上使用

合率が 10％

クルシステ

％以上使用し

テルの場合は

テル繊維が

されているこ

て未利用繊維

の放出量が 7

ン層を破壊す

再生ＰＥＴ樹

塗布加工部分

。 

限り使用され

を除く。） 

再利用しやす

と。 

低減に配慮

再生ＰＥＴ樹

用しているこ

％以上であり

ムがあるこ

していること

は、再

が、繊

こと。 

維又は

75ppm

する物

環

樹脂を

分を除

れてい

すく廃

慮されている

環

樹脂を

こと。

り、か

と。 

と。 

境ラベル 

 

 

ること。 

境ラベル 
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⑮ 設 備 

【共通の配慮事項】 

○分解しやすいなど部品の再使用、素材の再生のための工夫が設計上されていること。 

特定調達品目 
●判断基準 

○配慮事項 

太陽光発電システム ●太陽光モジュールのセル実効変換効率が、次の区分ごとの基準変換

効率を下回らないこと。 

・シリコン単結晶系太陽電池 16.0％ 

・シリコン多結晶系太陽電池 15.0％ 

・シリコン薄膜系太陽電池   8.5％ 

・化合物系太陽電池     12.0％ 

●太陽電池モジュール及び付属機器の維持管理等に必要な情報が開示

され容易に確認できること。 

●発電電力等の確認ができること。 

●太陽電池モジュールの出力について、公称最大出力の 80％以上を最

低 10 年間維持できるように設計・製造されていること。 

●パワーコンディショナについて、定格負荷効率及び 1/2 負荷時の部

分負荷効率が、出荷時の効率の 90％以上を５年以上維持できるよう

に設計・製造されていること。 

●太陽電池モジュールについて、エネルギーペイバックタイムが３年

以内であること。 

太陽熱利用システム ●集熱媒体平均温度から気温を差し引いた値が 10K である時、集熱器

の集熱効率が 40％以上であること。 

●集熱器及び周辺機器について、使用熱エネルギー量を考慮した設備

設計が可能となるよう必要な情報の開示がされていること。 

燃料電池 ●商用電源の代替として燃料中の水素及び空気中の酸素を結合させ、

電気エネルギーまたは熱エネルギーを取り出すものであること。 

生ゴミ処理機 ●バイオ式または乾燥式等の処理方法により生ごみの減量を行う機器

であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

⑯ 公共工

【判断基準

●契約図書

果が認め

【配慮事項

○資材（材

及び廃棄

 

 

 

⑰ 役 務

【共通の配

○役務に伴

ること。

特定

印刷 

・報告書類

・ポスター

・チラシ 

・パンフ

食堂（庁舎

おいて委

り営業して

自動車整備

・定期点検

・部品交換

庁舎管理 

 

清掃 

 

工事 

準】 

書において、

められる資材

項】 

材料及び機材

棄時の負荷低

務 

配慮事項】 

伴う製品の包

 

定調達品目 

類 

ー 

レット 

舎又は敷地内

委託契約等に

ている食堂

備 

検整備 

換を伴う修理

工事全体で

材、建設機械

材を含む）の

低減に配慮さ

包装は、でき

●本表

のも

●オフ

ンキ

を用

●デジ

トナ

内に

によ

） 

●生ゴ

るこ

●繰り

理 

●自動

るこ

・リユ

・リビ

●使用

いる

●庁舎

●使用

いる

●洗面

脂を

●ごみ

み、

○補充

○使用

での環境負荷

械、工法また

の梱包及び容

されているこ

きるだけ簡易

表に記した紙

ものについて

フセット印刷

キであって、

用いるインキ

ジタル印刷の

ナーまたはイ

ゴミを減容及

こと。 

り返し利用で

動車リサイク

こと。 

ユース部品…

ビルド部品…

用する物品が

る物品（適合

舎管理は各設

用する物品が

る物品（適合

面所の手洗い

を原料とした

みの収集は、

可燃ごみ、

充品等は、過

用する洗剤、

17

荷低減を考慮

たは目的物の

容器は、可能

こと。 

易で再利用

紙類を使用す

ては表紙を

刷の場合は、

、かつ、芳香

キを使用す

の場合は、化

インクを使用

及び減量す

できる食器

クル部品（

…使用済自

行い商品化

…使用済自

部品を交換

い商品化

が本表の品

合品）を使用

設備の稼動状

が本表の品

合品）を使用

い洗剤は、

た石けん液又

、資源ごみ

、不燃ごみ

過度な補充

、ワックス等

慮する中で

の使用を義務

能な限り簡易

しやすく廃棄

●判断基

○配慮事

すること。

除く。 

、植物由来の

香族成分 1％

ること。 

化学安全性の

用すること

る等再利用

が使われて

リユース部

動車から取

化された自

動車から取

換、再組み

された自動

目に該当す

用する。 

状況を集計

目に該当す

用する。 

資源有効利

又は石けん

（紙類、缶、

を分別し、

を行わない

等は使用量を

実施し、一

務付けるよ

易であって

棄時の負荷

基準 

事項 

ただし、冊

の油を含有

％未満の溶剤

の確認され

。 

用に係る適正

いること。

部品）又はリ

取外され、品

動車部品。

取外され、磨

み立て、品質

車部品。 

する場合、判

して適正に

する場合、判

利用の観点か

を使用する

、びん、ペ

適正に回収

こと。 

を削減し適正

一定の環境負

う努める。

、再生利用

荷低減に配慮

子形状

したイ

剤のみ

ている

正な処理が行

 

リビルド部品

品質確認及び

 

磨耗又は劣化

質確認及び清

判断の基準を

に稼動する。

判断の基準を

から廃油又は

。 

ットボトル

収する。 

正量を使用

負荷低減効

 

用の容易さ

慮されてい

行われてい

品を使用す

び清掃等を

化した構成

清掃等を行

を満たして

 

を満たして

は動植物油

ル等）、生ご

すること。



 

 

別 記   

 

① 主な

下表

http

 

マー

エコマ

再生紙使

グリーン

間伐材

FSC 認

(森林認

PEFC 森

プログ

環境物品

な環境ラベル

表のマークの

p://www.en

ーク名 

 

マーク 

 
使用マーク 

 

ンマーク 

 

材マーク 

 

証制度 

認証制度) 

 

森林認証 

グラム 

を選択する

ル一覧表 

のほか詳細は

nv.go.jp/po

ライフサイ

制度です。

ISO の規格

環境ラベル

類型ごとに

（公財）日

で運営され

古紙パルプ

生紙を使用

ごみ減量化

です。 

原料に古紙

紙利用製品

の促進を図

運営：公益

間伐材を用

間伐材の利

るものです

マークの使

す。 

日本の森林

同組合であ

適切な森林

と森林管理

る「加工

NPO である

る国際的な

PEFC は、各

制度を国際

持続可能な

に則って林

よび、紙製

から生産さ

ていること

ための情報

は、次のＵＲ

olicy/hozen

イクル全体を

 

格（ISO1402

ル制度です。

に認定基準を

日本環境協会

れています。

プ配合率を示

用しています

化推進国民会

紙を規定の割

品に表示する

図ることを目

益財団法人古

用いた製品に

利用促進等の

す。 

使用には普及

林資源の保続

ある全国森林

林管理が行わ

理の認証を受

・流通過程の

る FSC（Fore

な制度です。

各国で地元の

際的に共通す

な森林管理の

林業が実施さ

製品や木材製

された木材や

とを第三者認

18

報源 

ＲＬにより環

n/green/eco

制

を考慮して環

24）に則っ

。幅広い商

を設定、公表

会において、

。 

示す自主的

す。 

会議（現 3R

割合以上利用

ることによ

目的としてい

古紙再生促進

に表示する

の重要性を

及啓発での使

続培養、森林

林組合連合会

われている

受けた森林

の管理の認証

est Steward

。 

の関係者に

するものと

のために策定

されている

製品など林産

やリサイクル

認証する Co

環境省ホー

olabel/ind

制度の特色

環境保全に

た我が国唯

品（物品、

表していま

、幅広い利

なマークで

R 活動推進

用している

り、古紙の

います。 

進センター

ことが出来

PR するとと

使用と間伐材

林生産力の

会が運営す

ことを認証

からの木材

証（CoC 認証

dship Counc

よって独立

して承認す

定された国

ことを第三

産品に関し

ル材を原材

oC 認証があ

ムページを

ex.html 

資する商品

一の第三者

サービス）

す。 

害関係者が

す。古紙パ

フォーラム

ことを示す

利用を拡大

るマークで

ともに、消費

材製品への

増進を図る
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③ その他の参考資料 

 

・環境物品等の調達の推進に関する基本方針 

http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/kihonhoushin.html 

 

・環境省「グリーン購入法.net」 

http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/index.html 

 

・グリーン購入ネットワーク（GPN） 

http://www.gpn.jp/ 

 

その他、各メーカーのホームページ及びカタログにもグリーン購入法適合品の情報が提供さ

れています。 
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改訂履歴 

版数 
制定・改廃 

年月日 
改訂ページ 改 訂 内 容           

初 版 

 

第２版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５版 

 

 

 

 

 

 

 

 

H13.12.21 

 

H14.12.20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H15.11.01 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H17.12.27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H18.10.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.5～P.11 

 

 

 

 

P.5～P.56 

 

 

 

 

P.4 

 

P.7 

 

 

P.12 

 

 

 

 

p.2 

 

 

 

p.3～p.12 

 

 

 

 

 

 

文章構成の変更による全面改訂 

○版数管理方式に変更し、「制定日」、「改定日」、「施行日」

及び「版数」の各欄を追加した。 

○「調達実績の取りまとめ及び公表」の適用範囲を全行政機

関から共同購入品に改め、その他については実績把握に向

けて体制整備に努めることとした。 

○本文中の「実施日」を削除し、調達担当窓口を「総務部契

約管財課」から「総務部財務課」に改めた。 

○環境省の「環境物品の調達の推進に関する基本方針の一部

変更（平成 14 年 2 月 15 日）」の変更内容に合わせて、本

方針の「対象品目」及び「調達の目標」の対象品目を改め

た。 

 

○平成 14 年度の調達実績の集計を全行政機関に対し行った

結果を踏まえ、平成 15 年度における調達の目標値を「共

同購入品」と「所属別予算購入品」とに分け、それぞれ達

成可能な値を設定して、今後本方針の一層の周知と調達率

の向上を図る。 

○環境省の「環境物品の調達の推進に関する基本方針の一部

変更（平成 15 年 2 月 28 日）」の変更内容に合わせて、本

方針の「調達の目標」及び「別記」の対象品目を改めた。

 

 

○調達担当窓口を「総務部財務課」から「総務部管財課」に

改めた。 

○合併に伴い対象機関が拡大されたため、平成 17 年度にお

ける調達の目標のうち所属別予算購入品については努力

目標とした。 

○別記の「判断基準等」については、国の「環境物品の調達

の推進に関する基本方針」に定める特定調達品目ごとの判

断基準に準じているため、それを参照することとした。 

 

 

○「調達実績の取りまとめ及び公表」の適用範囲を共同購入

物品の他に所属別購入物品も対象とした。 

○調達担当窓口を「総務部管財課」から「総務部購買課」に

改めた。 

○環境省の「環境物品の調達の推進に関する基本方針の一部

変更（平成 18 年 2 月 28 日）」の変更内容に合わせて本方

針の「調達の目標」の対象品目を改めた。 

○各品目の【判断基準】と対応する環境ラベルを明記した。

○共同購入と所属別購入の表をひとつにまとめた。 
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第６版 

 

第７版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８版 

 

 

 

H20.1.23 

 

H22.10.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26.3.7 

 

P.13.14 

 

 

P.3 

 

P.1～P.2 

 

 

 

 

P.3～P.16 

 

 

 

P.17～P.19 

 

 

P.3～P.17 

 

 

P.18～P.21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○より適正で円滑な調達を図るため「環境物品を選択するた

めの情報源」を別記した。 

 

〇紙類の判断基準等を改めた。 

 

太田市環境物品等調達方針を改めた。 

○目的について、要旨をまとめた。 

○調達の判断基準がないものについては、努力目標とした。

○調達担当窓口を「総務部購買課」から「物品調達担当課」

に改めた。 

○「別表 特定調達品目一覧表」について、環境省の「環境

物品の調達の推進に関する基本方針の一部変更（平成 22

年 2 月 5 日）」を参考に、本方針内容の見直しを行った。

特に文具類の記載事項を詳細に明記した。 

○「環境物品を選択するための情報源」について、マーク名

の記載及び案内サイトの修正を行った。 

 

○「別表 特定調達品目一覧表」について、環境省の「環境

物品の調達の推進に関する基本方針の一部変更（平成 26

年 2 月 4 日）」を参考に内容の見直しを行った。 

○「環境物品を選択するための情報源」について、マークの

記載内容及び案内サイトの修正を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


